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病院事業債管理特別会計





                                        議案第３８号 

令 和 ２ 年 度 

那 覇 市 病 院 事 業 債 管 理 特 別 会 計 予 算 

 

  令和２年度那覇市の病院事業債管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

  （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 329,009 千円と定める。 

 ２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

 

 

令和２年２月 12日提出 

                                     那覇市長 城 間 幹 子 
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介護保険事業特別会計





議案第３９号  

令 和 ２ 年 度 

那 覇 市 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算 

   

令和２年度那覇市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 28,175,554 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、 

 期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を 

流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(１) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  

令和２年２月 12日提出 

                            那覇市長 城 間 幹 子 
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第２表　債 務 負 担 行 為

単位：千円

事　　項 期　　間 限度額

地域医療介護総合確保基金事業補助金（ちゃーがんじゅう課）
令和２年度から
令和３年度まで

239,904

特別養護老人ホーム整備補助金（ちゃーがんじゅう課）
令和２年度から
令和３年度まで

367,260

コンビニエンスストア収納代行業務委託（ちゃーがんじゅう課）
令和２年度から
令和７年度まで

12,760
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       給　 与　 費　 明　 細 　書

　１　特別職
単位　千円

職員数

（人） 報酬 給料 期末手当 その他の手当 計 共済費 合　　計

長  等 0 0 0 0 0 0 0 0

議  員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

102 35,170 0 0 0 35,170 0 35,170

計 102 35,170 0 0 0 35,170 0 35,170

長  等 0 0 0 0 0 0 0 0

議  員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

161 170,293 0 0 0 170,293 21,959 192,252

計 161 170,293 0 0 0 170,293 21,959 192,252

長  等 0 0 0 0 0 0 0 0

議  員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

△ 59 △ 135,123 0 0 0 △ 135,123 △ 21,959 △ 157,082

計 △ 59 △ 135,123 0 0 0 △ 135,123 △ 21,959 △ 157,082

比
較

給　　　　　与　　　　　費　　　
区　　分

本
年
度

前
年
度
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　２　一般職　

　（１）　総括 　単位　千円

職員数

区 分 　（人） 報酬 給料 職員手当 計 共　済　費 合　計

　　　　　　　　　　本　　   年 　　  度 43（66） 150,121 157,983 130,717 438,821 82,799 521,620

　　　　　　　　　　前　　   年 　　  度 47（0） 0 171,226 101,435 272,661 61,632 334,293

      　　 　　　　 比 　　　　　　　　較 △4(66） 150,121 △ 13,243 29,282 166,160 21,167 187,327

※（）内は、再任用短時間勤務職員及び短時間勤務の会計年度職員で、外書である。

  職員手当の内訳  単位　千円

区　分 扶養手当 　地域手当 住居手当 通勤手当 費用弁償
特殊勤務手

当
管理職手当 期末手当

本年度 5,328 0 7,281 4,404 9,680 97 1,725 60,163

前年度 5,442 0 8,622 4,551 96 1,725 39,262

比　較 △ 114 0 △ 1,341 △ 147 9,680 1 0 20,901

区　分 勤勉手当
　時間外勤務

手当等
夜間勤務手

当
義務教育特

別手当
退職手当

本年度 25,939 16,100 0 0 0  

前年度 28,097 13,640 0 0 0  

比　較 △ 2,158 2,460 0 0 0  

給　　　与　　　費
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　千円　　

区　分 増減額 備　考

制度改正に伴う増減分 311
311

給　料 △ 13,243

その他の増減分 △ 13,554 職員数の変動に係る増減分 △ 13,554 職員数の異動状況(報酬支給職員を除く。）

　　　　　　　　職員数

本年度　　　 　43人　　　　

前年度　　　 　47人　　　　

比較           △4人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　千円　　

区　分 増減額 備　考

制度改正に伴う増減分 33,802 費用弁償 9,680 会計年度任用職員の新設に伴う増

 職員手当 29,282 期末手当 24,078 会計年度任用職員新設及び給料表等改正に伴う増

勤勉手当 44 給料表等改正に伴う増

その他の増減分 △ 4,520 扶養手当 △ 114

住居手当 △ 1,341

通勤手当 △ 147

特殊勤務手当 1

期末手当 △ 3,177

勤勉手当 △ 2,202

時間外勤務手当等 2,460

増減事由別内訳

増減事由別内訳 説　明

説　明

人事院勧告等に伴う給料表等の改正
平成27年度の給与制度の総合的見直しに伴う給
与水準引き下げによる経過措置の終了等
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（3）　給料及び職員手当の状況　　

一般行政職 保健職

290,350 330,748

R2年1月1日 338,871 388,568

現　在 38.72 45.25

288,067 337,296

H31年1月1日 317,944 387,995

現　在 38.56 45.78

　 イ　初任給

行政職（一）(円) 医療職（三）(円)

150,600 - 150,600 -

163,100 200,700 163,100 200,700

182,200 212,600 182,200 212,600

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

保健職（円）一般行政職（円）区　　　　　分

区　　　　　分　

国の制度

　　　ア　職員一人当たり給与　　　　　　
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　ウ　級別職員数
区分
級 職員数 構成比 職員数 構成比
1 5 13.9 0 0.0
2 8 22.2 2 25.0
3 6 16.7 2 25.0
4 9 24.9 2 25.0
5 6 16.7 1 12.5
6 2 5.6 1 12.5
7 0 0.0 0 0.0
8 0 0.0 0 0.0

合計 36 100.0 8 100.0

区分
級 職員数 構成比 職員数 構成比
1 6 16.7 0 0.0
2 7 19.4 2 22.2
3 6 16.7 2 22.2
4 9 25.0 3 33.4
5 7 19.4 1 11.1
6 1 2.8 1 11.1
7 0 0.0 0 0.0
8 0 0.0 0 0.0

合計 36 100.0 9 100.0

(級別の基準となる職務)
区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

主事 主事 主任主事 主査 主幹 課長

保健師 主任保健師 副参事

一般行政職
保健職

（令和2年1月1日　現在）

（平成31年1月1日　現在）

  　　一般行政職 　  　　　保健職

  　　一般行政職 　  　　　保健職
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エ　昇給

合計 一般行政職 保健職 合計 一般行政職 保健職

44 36 8 45 36 9

１号給（人） 0 0 0 １号給（人） 2 1 1
２号給（人） 3 2 1 ２号給（人） 3 2 1
３号給（人） 0 0 0 ３号給（人） 1 1 0
４号給（人） 40 33 7 ４号給（人） 36 30 6

97.7 97.2 100.0 93.3 94.4 88.9

オ　期末手当･勤勉手当

支給率計 役職加算
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 （月分）

本年度 1.300 0.950 1.300 0.950 4.50 有り
一般職員 前年度 1.300 0.925 1.300 0.925 4.45 有り

国の制度 1.300 0.950 1.300 0.950 4.50 有り
本年度 1.100 1.150 1.100 1.150 4.50 有り

管理職員 前年度 1.100 1.125 1.100 1.125 4.45 有り
国の制度 1.100 1.150 1.100 1.150 4.50 有り

42 34

区　　　　分 区　　　　　分

前　　年　　度本　　年　　度

職員数（A）（人） 職員数（A）（人）

区　　　　分
　支 給 期 別 支 給 率

比率　（Ｂ）／（Ａ）％ 比率　（Ｂ）／（Ａ）％

６月（月分） 12月（月分）

号給数別 号給数別

843 35 8
昇　給　に　係　る
職員数（B）（人）

昇　給　に　係　る
職員数（B）（人）
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　カ　特殊勤務手当　        　

一般行政職 保健職

給料総額に対する比率（％） 0.05 0.07 -

支給対象職員の比率（％） 2.27 2.78 -

代表的な特殊勤務手当の名称

　キ　その他の手当

区　　　分 国の制度との異同

住居手当 同

通勤手当 同

　（令和2年1月1日　現在）

福祉事務従事手当

区　　　　　　　　　　分 全　職　種
代　表　的　な　職　種

差　　　異　　　の　　　内　　　容

扶養手当 同
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国民健康保険事業特別会計





 

  議案第４０号 

令 和 ２ 年 度 

那 覇 市 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算 

令和２年度那覇市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 38,952,571千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第67号）第 214 条の規定により債務を負担する行為をする  

ことができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用す

ることができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 保険給付費及び保健事業費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における 

款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

令和２年２月12日提出 

那覇市長  城 間 幹 子 
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第１

2 使用料及び手数料 8,824

1 手数料 8,824

3 国庫支出金 2

1 国庫補助金 2

歳

4 県支出金 27,

　

667,188

表

入

1 県負担

款

金 27,667,18

項

7

金

2 財政安定化基金支出

　

金 1

　

5 財産収入 31

　

1 財

　

産運用収入 31

額

6 繰入

千

金 4,578,521

　

円

1

国

他会計繰入金 4,57

民

8,520

健

2 基金繰入金

康

1

保

7 繰越金 1

険事業特

歳

別会計 05-001

入

1 国民健康保

歳

険税 5,449,11

出

7

予

1 国民健康保険税 5,

算

449,117
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金

2 預金利子 3

　

3

　

雑入 1,230,68

　

3

　

9 市債 1

額

1 財政安定化

千

基金貸付金 1

円

歳　　　

国

　　　　入　　　　　

民

　　合　　　　　　　

健

計 38,952,57

康

1

保険事業特別会計 05-002

1 繰越金 1

8 諸収入 1,248,886

1 延

款

滞金加算金及び過料 1

項

8,200
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出

3 運営協議

款

会費 726

項

4 収納率向上

金

特別対策事業費 47,

　

119

　

5 医療費適正化特

　

別対策事業費 37,7

　

92

額

2 保険給付費 26

千

,598,216

円

1 療養

国

諸費 22,227,2

民

08

健

2 高額療養費 4,1

康

08,881

保

3 移送費 5

険

01

事

4 出産育児諸費 25

業

2,126

特

5 葬祭諸費 9

別

,500

会

3 国民健康保

計

険事業費納付金 10,

0

789,492

5

1 医療給

-

付費分 7,915,7

0

51

0

2 後期高齢者支援金

3

等分 2,050,866

1 総務費 706,770

1 総務管理費 540,179

歳

2 徴税費

　

80,954
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金

5 財政安定化基金

　

拠出金 1

　

1 財政安定化基

　

金拠出金 1

　

6 保健事業

額

費 285,766

千

1 特定

円

健康診査等事業費 24

国

6,891

民

2 保健事業費

健

38,875

康

7 基金積

保

立金 1

険

1 基金積立金 1

事

8

業

公債費 1

特

1 財政安定化基

別

金償還金 1

会

9 諸支出金

計

62,220

0

1 償還金及

5

び還付加算金 61,7

-

18

0

2 繰出金 2

04

3 介護納付金分 822,875

4 共同事業拠出金 1

款

1 共同事業拠出

項

金 1
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金

歳　　　　　

　

　　出　　　　　　　

　

合　　　　　　　計 3

　

8,952,571

　額

千円

国民健康保険事業特別会計 05-005

3 指定公費の立替 500

10 予備費 510,103

款

1 予備費 510

項

,103
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第２表　債 務 負 担 行 為

単位：千円

事　　項 期　　間 限度額

コンビニエンスストア収納代行業務委託（国民健康保険課）
令和２年度から
令和７年度まで

66,368
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       給　 与　 費　 明　 細 　書

　１　特別職
単位　千円

職員数

（人） 報酬 給料 期末手当 その他の手当 計 共済費 合　　計

長  等 0 0 0 0 0 0 0 0

議  員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

18 407 0 0 0 407 0 407

計 18 407 0 0 0 407 0 407

長  等 0 0 0 0 0 0 0 0

議  員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

75 107,841 0 0 0 107,841 17,242 125,083

計 75 107,841 0 0 0 107,841 17,242 125,083

長  等 0 0 0 0 0 0 0 0

議  員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

△ 57 △ 107,434 0 0 0 △ 107,434 △ 17,242 △ 124,676

計 △ 57 △ 107,434 0 0 0 △ 107,434 △ 17,242 △ 124,676

比
較

給　　　　　与　　　　　費　　　
区　　分

本
年
度

前
年
度
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　２　一般職　

　（１）　総括 　単位　千円

職員数

区 分 　（人） 報酬 給料 職員手当 計 共　済　費 合　計

　　　　　　　　　　本　　   年 　　  度 55（86） 144,216 179,811 141,235 465,262 90,313 555,575

　　　　　　　　　　前　　   年 　　  度 54 0 174,481 106,278 280,759 62,803 343,562

      　　 　　　　 比 　　　　　　　　較 1（84） 144,216 5,330 34,957 184,503 27,510 212,013

※（）内は、再任用短時間勤務職員及び短時間勤務の会計年度任用職員で、外書である。

  職員手当の内訳  単位　千円

区　分 扶養手当 　地域手当 住居手当 通勤手当 費用弁償
特殊勤務手

当
管理職手当 期末手当

本年度 3,864 0 6,825 5,271 9,982 1,812 1,775 63,872

前年度 3,956 0 7,227 5,323 0 1,812 1,878 39,397

比　較 △ 92 0 △ 402 △ 52 9,982 0 △ 103 24,475

区　分 勤勉手当
　時間外勤務

手当等
夜間勤務手

当
義務教育特

別手当
退職手当

初任給調整
手当

単身赴任手
当

本年度 29,129 18,705  

前年度 28,369 18,316 0 0 0 0 0  

比　較 760 389 0 0 0 0 0  

給　　　与　　　費
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　千円　　

区　分 増減額 備　考

制度改正に伴う増減分 666 666

給　料 5,330

その他の増減分 4,664 職員の変動に伴う増減分 2,975 職員数の異動状況(報酬支給職員を除く。）

　　　　　　　　職員数　　　　　

　本年度　　55人

その他の調整に係る増減分 1,689 　前年度　　54人

　比　 較  　 1人

増減事由別内訳 説　明

人事院勧告等に伴う給料表等の改正
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　千円　　

区　分 増減額 備　考

制度改正に伴う増減分 33,583 費用弁償 9,982 会計年度任用職員の新設に伴う増

 職員手当 34,957 期末手当 23,508 会計年度任用職員新設及び給料表等改正に伴う増

勤勉手当 93

その他の増減分 1,375 扶養手当 △ 92

地域手当 0

住居手当 △ 402

通勤手当 △ 52

費用弁償 0

特殊勤務手当 0

管理職手当 △ 103

期末手当 967

勤勉手当 668

時間外勤務手当等 389

夜間勤務手当 0

義務教育特別手当 0

退職手当 0

初任給調整手当 0

増減事由別内訳 説　明

給料表等改正に伴う増
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（3）　給料及び職員手当の状況　　

　　　ア　職員一人当たり給与　　　　　　

一般行政職 保健職

267,551 290,325

R2年1月1日 293,350 318,057

現　在 35.18 36.16

263,619 319,438

H31年1月1日 291,549 337,718

現　在 34.78 41.50

　　　イ　初任給
国の制度

行政職（一）(円)

150,600 － 150,600

163,100 200,700 163,100

182,200 212,600 182,200

高　　校　　卒

短　　大　　卒

大　　学　　卒

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

保健職（円）一般行政職（円）区　　　　　分

区　　　　　分　
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　ウ　級別職員数 （令和2年1月1日　現在）
区分   　　一般行政職 　  　　　保健職
級 職員数 構成比 職員数 構成比
1 15 30.6 0 0.0
2 12 24.5 2 33.3
3 7 14.3 2 33.3
4 7 14.3 1 16.7
5 5 10.2 1 16.7
6 3 6.1 0 0.0
7 0 0.0 0 0.0
8 0 0.0 0 0.0

合計 49 100.0 6 100.0
（平成31年1月1日　現在）

区分   　　一般行政職 　  　　　保健職
級 職員数 構成比 職員数 構成比
1 17 34.7 0 0.0
2 10 20.4 2 40.0
3 8 16.3 1 20.0
4 7 14.3 1 20.0
5 4 8.2 1 20.0
6 2 4.1 0 0.0
7 1 2.0 0 0.0
8 0 0.0 0 0.0

合計 49 100.0 5 100.0

(級別の基準となる職務)
区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

主事 主事 主任主事 主査 主幹 課長
栄養士 主任保健師 副参事

一般行政職
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エ　昇給

合計 一般行政職 保健職 合計 一般行政職 保健職

55 49 6 54 49 5

１号給（人） 1 0 1 １号給（人） 0 0 0
２号給（人） 3 3 0 ２号給（人） 3 2 1

号給数別 ３号給（人） 5 5 0 号給数別 ３号給（人） 5 4 1
内　　　訳 ４号給（人） 45 40 5 内　　　訳 ４号給（人） 46 43 3

５号給（人） 0 0 0 ５号給（人） 0 0 0
６号給（人） 0 0 0 ６号給（人） 0 0 0
７号給（人） 0 0 0 ８号給（人） 0 0 0

98.2 98.0 100.0 100.0 100.0 100.0

オ　期末手当･勤勉手当

支給率計 役職加算
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 （月分）

本年度 1.300 0.950 1.300 0.950 4.50 有り
一般職員 前年度 1.300 0.925 1.300 0.925 4.45 有り

国の制度 1.300 0.950 1.300 0.950 4.50 有り
本年度 1.100 1.150 1.100 1.150 4.50 有り

管理職員 前年度 1.100 1.125 1.100 1.125 4.45 有り
国の制度 1.100 1.150 1.100 1.150 4.50 有り

区　　　　分 区　　　　　分

前　　年　　度本　　年　　度

職員数（A）（人） 職員数（A）（人）

昇　給　に　係　る
職員数（B）（人）

昇　給　に　係　る
職員数（B）（人）

54 49 554 48 6

区　　　　分
　支 給 期 別 支 給 率

比率　（Ｂ）／（Ａ）％ 比率　（Ｂ）／（Ａ）％

６月（月分） 12月（月分）

82

82



　カ　特殊勤務手当　        　 　（令和2年1月1日　現在）

一般行政職 保健職

0.82 0.90 0.00

47.27 53.06 0.00

　キ　その他の手当

区　　　分 国の制度との異同

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 同

全　職　種
代　表　的　な　職　種

差　　　異　　　の　　　内　　　容

代表的な特殊勤務手当の名称 税務手当

給料総額に対する比率（％）

区　　　　　　　　　　分

支給対象職員の比率（％）

83

83



　　単 位 ： 千 円

事　　項 限　度　額  一般財源

期　   間 金　額 期　   間 金　額 国県支出金 地 方 債 その他

（平成２７年度）
コンビニエンスストア収納
代行業務委託事業（国民
健康保険事業特別会計）
（国民健康保険課）

44,697
平成27年度から
令和元年度まで

34,360 令和2年度 10,337 10,337

（平成２８年度）
納税催告センター運営事
業（国民健康保険事業特
別会計）（国民健康保険
課）

32,101
平成28年度から
令和元年度まで

29,843 令和2年度 1,755 1,755

（平成３１年度）
納税催告センター運営事
業（国民健康保険事業特
別会計）（国民健康保険
課）

30,706 令和元年度 0
令和2年度から
令和5年度まで

30,706 30,706

（平成３１年度）
納税催告センター運営事
業（平成２８年度設定　消
費税率引上げ追加分）（国
民健康保険事業特別会
計）（国民健康保険課）

34 令和元年度 0 令和2年度 34 34

（令和2年度）
コンビニエンスストア収納
代行業務委託事業（国民
健康保険事業特別会計）
（国民健康保険課）

66,368
令和2年度から
令和7年度まで

66,368 66,368

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降  に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は
支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書　

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左　 の　 財　 源　 内　 訳

特 　定 　財 　源
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後期高齢者医療特別会計





 

   

議案第４１号 

令 和 ２ 年 度 

那 覇 市 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算 

 

令和２年度那覇市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ3,567,200千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和 22年法律第67号）第 214 条の規定により債務を負担する行為をする  

ことができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

令和２年２月12日提出 

那覇市長  城 間 幹 子 
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第２表　債 務 負 担 行 為

単位：千円

事　　項 期　　間 限度額

コンビニエンスストア収納代行業務委託（国民健康保険課）
令和２年度から
令和７年度まで

6,664
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       給　 与　 費　 明　 細 　書

　１　特別職
単位　千円

職員数

（人） 報酬 給料 期末手当 その他の手当 計 共済費 合　　計

長  等 0 0 0 0 0 0 0 0

議  員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

長  等 0 0 0 0 0 0 0 0

議  員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

5 8,980 0 0 0 8,980 1,448 10,428

計 5 8,980 0 0 0 8,980 1,448 10,428

長  等 0 0 0 0 0 0 0 0

議  員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特別職

△ 5 △ 8,980 0 0 0 △ 8,980 △ 1,448 △ 10,428

計 △ 5 △ 8,980 0 0 0 △ 8,980 △ 1,448 △ 10,428

比
較

給　　　　　与　　　　　費　　　
区　　分

本
年
度

前
年
度
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　２　一般職　

　（１）　総括 　単位　千円

職員数

区 分 　（人） 報酬 給料 職員手当 計 共　済　費 合　計

　　　　　　　　　　本　　   年 　　  度 16（7） 12,279 1,432 13,711 2,375 16,086

　　　　　　　　　　前　　   年 　　  度 9 0 1,084 1,084 1,084

      　　 　　　　 比 　　　　　　　　較 12,279 0 348 12,627 2,375 15,002

※（）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイムの会計年度職員で、外書である。

  職員手当の内訳  単位　千円

区　分 扶養手当 　地域手当 住居手当 通勤手当 費用弁償
特殊勤務手

当
管理職手当 期末手当

本年度 1,060 1,996

前年度

比　較 0 0 0 0 1,060 0 0 1,996

区　分 勤勉手当
　時間外勤務

手当等
夜間勤務手

当
義務教育特

別手当
退職手当

初任給調整
手当

単身赴任手
当

本年度 1,432 0  

前年度 1,084 0  

比　較 0 348 0 0 0 0 0  

給　　　与　　　費
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　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　千円　　

区　分 増減額 備　考

制度改正に伴う増減分 3,056 費用弁償 1,060 会計年度任用職員の新設に伴う増

職員手当 3,404 期末手当等 1,996 会計年度任用職員新設及び給料表等改正に伴う増

その他の増減分 348 時間外勤務手当等 348

増減事由別内訳 説　明
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　　単 位 ： 千 円

事　　項 限　度　額  一般財源

期　   間 金　額 期　   間 金　額 国県支出金 地 方 債 その他

（平成２７年度）
コンビニエンスストア収
納代行業務委託事業（後
期高齢者医療特別会計）
（国民健康保険課）

2,322
平成27年度から
令和元年度（平
成3１年度）まで

2,227 令和２年度 95 95

（令和２年度）
コンビニエンスストア収
納代行業務委託事業（後
期高齢者医療特別会計）
（国民健康保険課）

6,664
令和２年度から
令和７年度まで

6,664 6,664

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降  に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は
支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書　

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左　 の　 財　 源　 内　 訳

特 　定 　財 　源
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母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計





 

 

議案第４２号 

令 和 ２ 年 度 

那覇市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

令和２年度那覇市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ159,619千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

（地方債） 

第３条 地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、

利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

    令和２年２月12日提出 
那覇市長 城 間 幹 子 
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第２表　債 務 負 担 行 為

単位：千円

事　　項 期　　間 限度額

コンビニエンスストア収納代行業務委託（子育て応援課）
令和２年度から
令和７年度まで

1,066
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第３表　地 方 債 

単位：千円

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 60,000

60,000計

起 債 の 目 的 限　度　額 起 債 の 方 法 利 　 率 償 還 の 方 法

証書借入 無利子 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律
第129号）に定めるところによる。
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　　単 位 ： 千 円

事　　項 限　度　額  一般財源

期　   間 金　額 期　   間 金　額 国県支出金 地 方 債 その他

（平成２７年度）
コンビニエンスストア収
納代行業務委託事業（母
子父子寡婦福祉資金貸付
事業特別会計）（子育て
応援課）

1,313
平成27年度から
令和元年度まで

347 令和2年度 966 966

（令和２年度）
コンビニエンスストア収
納代行業務委託事業（母
子父子寡婦福祉資金貸付
事業特別会計）（子育て
応援課）

1,066
令和2年度から
令和７年度まで

1,066 1,066

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降  に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額 又 は
支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書　

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額
左　 の　 財　 源　 内　 訳

特 　定 　財 　源
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地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

　当該年度末における現在高の見込みに関する調書　　　　

単位：千円

区　　分 平成30年度末現在高
令和元年度末現在高

見込額

令和2年度中増減見込
令和2年度末現在高

見込額令和2年度中起債
見込額

令和2年度中元金
償還見込額

441,497 60,000 0 501,497

合　計 421,497 441,497 60,000 0 501,497

母子父子寡婦福祉資
金貸付金債

421,497
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土地区画整理事業特別会計





 

議案第４３号 

 

令 和 ２ 年 度 

那 覇 市 土 地 区 画 整 理 事 業 特 別 会 計 予 算 

 

令和２年度那覇市の土地区画整理事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 15,734 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

 

令和２年２月 12日提出                 

 
那覇市長 城 間 幹 子 
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　１　一般職　

　（１）　総括 　単位　千円

職員数

区 分 　（人） 報酬 給料 職員手当 計 共　済　費 合　計

　　　　　　　　　　本　　   年 　　  度 4 0 0 480 480 0 480

　　　　　　　　　　前　　   年 　　  度 4 0 0 635 635 0 635

      　　 　　　　 比 　　　　　　　　較 0 0 0 △ 155 △ 155 0 △ 155

  職員手当の内訳  単位　千円

区　分 扶養手当 　地域手当 住居手当 通勤手当 費用弁償
特殊勤務

手当
管理職手当 期末手当

本年度 0 0 0 0 0 0 0 0

前年度 0 0 0 0 0 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0

区　分 勤勉手当
　時間外勤務

手当等
夜間勤務

手当
義務教育
特別手当

退職手当
初任給調整

手当
単身赴任

手当

本年度 0 480 0 0 0 0 0  

前年度 0 635 0 0 0 0 0  

比　較 0 △ 155 0 0 0 0 0  

給　　　与　　　費

給　与　費　明　細　書
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　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　千円　　

区　分 増減額 説　明 備　考

 職員手当 △ 155 その他の増減分 △ 155 時間外勤務手当等

△ 155

                     増減事由別内訳
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市街地再開発事業特別会計





 

議案第４４号 

 

令 和 ２ 年 度 

那 覇 市 市 街 地 再 開 発 事 業 特 別 会 計 予 算 

 

令和２年度那覇市の市街地再開発事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 306,706 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

 

令和２年２月 12日提出                 

 
那覇市長 城 間 幹 子 
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　１　一般職　

　（１）　総括 　単位　千円

職員数

区 分 　（人） 報酬 給料 職員手当 計 共　済　費 合　計

　　　　　　　　　　本　　   年 　　  度 7 0 0 828 828 0 828

　　　　　　　　　　前　　   年 　　  度 8 0 0 1,167 1,167 0 1,167

      　　 　　　　 比 　　　　　　　　較 △ 1 0 0 △ 339 △ 339 0 △ 339

  職員手当の内訳  単位　千円

区　分 扶養手当 　地域手当 住居手当 通勤手当 費用弁償
特殊勤務

手当
管理職手当 期末手当

本年度 0 0 0 0 0 0 0 0

前年度 0 0 0 0 0 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0

区　分 勤勉手当
　時間外勤務

手当等
夜間勤務

手当
義務教育
特別手当

退職手当
初任給調整

手当
単身赴任

手当

本年度 0 828 0 0 0 0 0  

前年度 0 1,167 0 0 0 0 0  

比　較 0 △ 339 0 0 0 0 0  

給　　　与　　　費

給　与　費　明　細　書
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　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位　千円　　

区　分 増減額 説　明 備　考

 職員手当 △ 339 その他の増減分 △ 339 時間外勤務手当等

△ 339

                     増減事由別内訳
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単位：千円

区　　分 平成３０年度末現在高 令和元年度末現在高見込額 令和２年度中起債 令和２年度中元金償還

見込額 見込額 見込額

１　普通債 3,597,500 3,752,567 0 258,595 3,493,972
（1）　土木 3,597,500 3,752,567 0 258,595 3,493,972

２　その他 111,613 100,686 0 10,927 89,759
（1）　国の予算等貸付金債 111,613 100,686 0 10,927 89,759

合　計 3,709,113 3,853,253 0 269,522 3,583,731

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

令和２年度中増減見込

令和２年度末現在高
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